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の 株式譲渡益100万円特別控除制度の改正政令

Q:長期所有上場株式を譲渡した場合の
100万円特別控除制度の詳細が明らかにな

ったそうですが、内容を教えてください。

ｮA●
● 特例の適用対象となる上場株式等の範

囲などが明らかにされました。

【解説】

長期所有上場株式等を譲渡した場合の

100万円特別控除の特例は、譲渡の日にお

ける所有期間が1年を超える上場株式や店頭

登録株式を証券業者等を通じて売却し、申告

分離課税の適用を選択した場合に、この長期

所有株式の譲渡所得金額について100万円

の特別控除を行うというもので、平成13年

10月1日から平成15年3月31日までの

譲渡に適用される時限措置です。

この制度の創設に伴い、措置法施行令の改

正政令が公布されました。

今回の改正政令では、特例の適用対象とな

る上場株式等の範囲が明らかにされました。

まず、ストックオプションにより取得した特

定新株引受権等に係る株式は対象から除くこ

ととしたほか、証券取引所に上場されている

協同組織金融機関の優先出資に関する法律に

規定する優先出資、店頭売買登録銘柄として

登録された株式及び特定株式投資信託の受益

証券は上場株式に類するものとして対象とな

ることが明らかにされています。

このほか、譲渡損が生じた場合の控除規定

も整備されています。


